
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第２号 

答申番号：令和７年度答申第３号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、次のとおり、原処分（生活保護変更申請却下処分）は違法又は不

当であると主張しているものと解される。 

(1) 「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」（昭和38年４月１

日社保第34号厚生省社会局保護課長通知）において、老人等で従前からの生

活状況からみて転居が困難と認められる場合は特別基準の認定があったも

のとして必要な額を認定すべきであるとされているところ、請求人が通院す

る医療機関の主治医（以下「本件主治医」という。）が作成した令和４年12

月７日付け診断書（以下「本件診断書」という。）には転居が困難であると

いう趣旨の記載があり、かつ、実際に令和５年12月まで退去できない状況が

続いたことから、請求人世帯は住宅扶助の特別基準が適用となるやむを得な

いと認められるものに該当する。 

(2) 令和５年11月25日付け保護変更申請(以下「本件申請」という。)時におい

て、本件主治医の見解を再度調査することなく令和４年７月22日付け保護変

更申請（以下「前回申請」という。）に係る検討に当たり聴取した本件主治

医及び処分庁の嘱託医師（以下「嘱託医」という。）の意見を重視して行わ

れた原処分は、裁量権の逸脱又は濫用がある。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

本件申請を却下した原処分は、法令に基づく適法なもので、違法又は不当な

点はない。 

   

第３ 審理員意見書の要旨 



 １ 原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違法又は

不当な点は認められない。 

 ２ 処分庁は、前回申請に係る検討に当たり聴取した本件主治医及び嘱託医の意

見を踏まえた上で、請求人は老人等で従前からの生活状況から見て転居が困難

と認められる場合には当たらないと判断しており、その判断に違法又は不当な

点は認められない。また、請求人世帯は本件申請に係る申請書の提出日以前の

令和５年12月１日時点で既に現住居への転居を完了しているから、本件申請時

点において転居を行うことが困難なやむを得ない事情があるものとは認めら

れない。 

 ３ 本件診断書は本件審査請求の審理手続中に審査庁へ提出されたものであり、

これまで処分庁は本件診断書の提出を受けておらず、加えて、本件申請時にお

いて請求人は現住居への転居を完了しているのであるから、処分庁が、請求人

の状況について前回申請時と同様なものと判断し、本件申請時に再度調査を行

わなかったことにつき不合理な点はない。 

 ４ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張には理由がないから、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年５月８日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同月14日の審査会において、調査審議し

た。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護に係る厚生労働大臣の定める基準（以下「保護基準」という。）は、要

保護者の年齢別、性別、世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必

要な事情を考慮した最低限度の生活の需要を満たすに十分なものであって、か

つ、これを超えないものでなければならないとされている（法第８条第２項）。 

保護基準によれば、住宅扶助のうち家賃は、保護基準別表第３の２の規定に

基づき厚生労働大臣が別に定める額の範囲内の額とされているところ、「生活

保護法による保護の基準に基づき厚生労働大臣が別に定める住宅扶助(家賃・

間代等)の限度額の設定について」(平成27年４月14日社援発0414第９号厚生労

働省社会・援護局長通知。以下「本件通知」という。)により、請求人が居住



する市については、世帯人員が２人の場合は月額３万4,000円とされ、平成27

年７月１日から適用されている。また、本件通知において、同年６月30日にお

いて現に住宅扶助を受けている世帯であって、同年７月１日において引き続き

住宅扶助を受けるものが、同日以降に適用される住宅扶助の限度額の適用を受

けた場合に、同年６月まで適用されている住宅扶助の限度額（以下「旧基準額」

という。）の適用を受ける場合よりも、住宅扶助の給付額が減少するときは、

現に被保護者が就労又は就学しており、転居によって通勤又は通学に支障を来

すおそれがある場合においては、引き続き、旧基準額を適用して差し支えない

ものとされている。そして、転居の準備等のためやむを得ないと認められるも

のについては、世帯人員の減少又は増加等があった後６か月間を限度として、

引き続き旧基準額を適用して差し支えないものとされている。 

保護の変更の決定に係る事務は地方自治法における法定受託事務とされて

おり、厚生労働大臣は当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準（以

下「処理基準」という。）を定めているが、処理基準によれば、世帯人員別の

住宅扶助の限度額（以下「世帯人員別の限度額」という。）により難い家賃で

あって、世帯員に老人等で従前からの生活状況から見て転居が困難と認められ

る場合等については、世帯人員別の限度額のうち世帯人員が１人の場合の限度

額に所定の率を乗じて得た額の範囲内において、特別基準の設定があったもの

として必要な額を認定して差し支えないこととされており、世帯人員が２人の

場合に乗じる率は「1.4」とされている。 

そこで本件についてみると、処分庁は、本件通知を受け、請求人に対する住

宅扶助について、平成27年７月から月額３万4,000円とすべきところ、請求人

世帯の実態に鑑みて令和３年９月までは旧基準額の月額３万6,000円を適用

し、同年10月から原則である月額３万4,000円と決定したのであるから、かか

る処分庁の決定に裁量権の逸脱又は濫用は認められない。その後、処分庁は、

前回申請を受け、本件主治医や嘱託医の意見を踏まえ請求人が「引っ越しので

きない症状」ではないと判断している。原処分は、本件通知及び本件主治医並

びに嘱託医の意見に基づいて判断されたものと認められるから、原処分に違法

又は不当な点はないというべきである。 

この点、請求人は、本件主治医が作成した本件診断書には転居が困難である

という趣旨の記載があり、かつ、実際に令和５年12月まで退去できない状況が

続いたことから、請求人世帯は住宅扶助の特別基準が適用となるやむを得ない



と認められるものに該当すると主張する。しかしながら、本件診断書は令和４

年12月７日付けで作成されており、本件申請の約１年前に作成されたものであ

ることに加え、本件申請においても添付されておらず、その他請求人世帯にお

いて住宅扶助の特別基準が適用されるような事情はうかがわれないことから、

請求人の主張は採用できない。  

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 

 

    北海道行政不服審査会 
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        委 員      日   笠     倫    子 


